
 

平成３０年度 

 

東員町一般会計補正予算（第 4 号） 

東員町国民健康保険特別会計補正予算（第 3 号） 

東員町後期高齢者医療特別会計補正予算（第 2号） 

東員町介護保険特別会計補正予算（第 3号） 

東員町下水道事業特別会計補正予算（第 2 号） 

 

【予算事業概要】 
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

訴訟委託料

　

－ ＝

損害賠償費

　

－ ＝

計

千円

支出見込 当初予算 差引

4,918,000円 1,000,000円 3,918,000円

予算事業概要書

一般会計 担当 総務課総務管財係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 1一般管理費

事業名
一般管理経費

事業費 7,868千円
(訴訟委託料、損害賠償費)

補正予算
の概要

損害賠償請求事件に係る訴訟事務委託料及び和解勧告に伴う和解金を補正予算計上す
るものです。

事業の目的
及び効果

全般的な管理事務経費を一括計上し、経費の節減と事務の効率を図ります。

補正予算
の内容

訴訟委託料 3,918千円

損害賠償費 3,950千円

支出見込

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

損害賠償金等保険金

平成２８年４月５日、町道中上南大社線にて発生した、自転車事故に対する
損害賠償金を求める裁判に係る訴訟事務委託料及び名古屋地方裁判所の
和解勧告に伴う和解金です。

一般財源

4,000,000円

8,918 △ 1,050

その他

当初予算 差引

8,918

50,000円 3,950,000円

7,868,000円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

基金元金

　公共施設整備基金元金 － ＝

　教育施設整備基金元金 － ＝

計

平成３０年度末の基金残高の見込

　公共施設整備基金

　教育施設整備基金

既定予算支出見込

100,000千円

差引

100,000千円0千円

250,000

その他

200,000千円 150,000千円

250,000千円

50,000千円

平成３０年度の決算を見込み、将来の財政負担に備えて、公共施設整備基
金、教育施設整備基金へ２億５，０００万円を元金として積み立てるものです。

一般財源

809,142千円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

将来において予想される財政負担に備え、計画的に元金又は利子を積み立てることによ
り財産を維持し、健全財政を図ります。

補正予算
の内容

公共施設整備基金元金 100,000

教育施設整備基金元金 150,000

596,164千円

事業名
基金積立金

事業費 250,000千円
(公共施設整備基金元金、教育施設整備基金元金)

補正予算
の概要

平成３０年度の決算を見込み、将来の財政負担に備えて基金へ元金を積み立てるもので
す。

予算事業概要書

一般会計 担当 財政課

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 5財産管理費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

修繕費用

車両番号

あ　17-02 円

あ　17-03 円

円

円

車両番号 　走行距離　(H31.1.21現在)　

あ　17-01 ｋｍ

あ　17-02 ｋｍ

あ　17-03 ｋｍ

予算事業概要書

一般会計 担当 政策課政策係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 12公共交通対策費

事業名
コミュニティバス事業費

事業費 2,400千円
(修繕料)

補正予算
の概要

オレンジバス車両のエンジン不具合などにより、既に発注済みの修繕料を補正予算計上
するものです。

事業の目的
及び効果

高齢者や通学生等の移動制約者に対する日常生活の移動手段を確保するため、より便
利で、利用しやすいコミュニティバスを運行します。

補正予算
の内容

修繕料 2,400

発注済みの修繕料を補正予算計上するものです。

支出見込 既定予算 差引

　5,957,000円 　－ 　3,557,000円　 ＝　 　2,400,000円

修繕内容 金額

エンジンオーバーホール

支出済額

3,100,000

300,000

2,557,000

排気ブレーキ及びエアドライヤー修繕

計

943,549

5,957,000

948,361

844,989

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金

特定財源
の内容

地方債 その他 一般財源

2,400
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

- ＝

一般財源

6,595財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

支出見込 確定額 今回補正額

185,281,653円 178,687,000円 6,594,653円

事業の目的
及び効果

確定により発生した追加負担金を支出します。

補正予算
の内容

後期高齢者医療療養給付費負担金 6,595

平成29年度後期高齢者医療療養給付費負担金の確定に伴う負担金の増額補正で
す。

事業名
後期高齢者医療療養給付費負担金

事業費 6,595千円
(後期高齢者医療療養給付費負担金)

補正予算
の概要

平成29年度療養給付費負担金の確定に伴う負担金の増額補正です。

予算事業概要書

一般会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

- ＝

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 4医療給付費

事業名
医療給付経費

事業費 2,000千円
(子ども医療費扶助費)

補正予算
の概要

医療給付経費の支出見込みに伴う増額補正です。

事業の目的
及び効果

子ども医療費を助成することにより、保健の向上に寄与し、福祉の増進を図ることを目的
としています。

補正予算
の内容

子ども医療扶助費 2,000

1,000財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

子ども医療費補助金（県支出金） 1,000

三重県内において平成31年1月にインフルエンザが警報レベルに達し感染が拡大し
ています。
このことから、医療費の増加が見込まれるため、子ども医療扶助費を増額補正する
ものです。

80,000,000円 78,000,000円 2,000,000円

支出見込 当初予算 　差引

一般財源

1,000
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

【桑名市消防事務委託金】

円 － 円 ＝ 円

【東員消防署整備事業負担金】

円 － 円 ＝ 円

人事院勧告及び人事異動等に伴う職員手当等の増額によるものです。

東員消防署配備の消防ポンプ自動車更新費用について、事業費の確定に伴
い減額するものです。

支出見込 当初予算

36,450,000 37,396,000 △ 946,000

　差　引

支出見込 当初予算

316,053,000 313,870,000 2,183,000

　差　引

1,237

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

東員消防署には、署長以下２３名の隊員と、消防車を始め６車両が配備されています。ま
た、桑名市消防機関管内において救急出動並びに火災出動等で連携し、迅速な対応が
可能となっております。

補正予算
の内容

桑名市消防事務委託金 2,183

東員消防署整備事業負担金 △ 946

事業名
消防事務委託事業

事業費 1,237千円
(桑名市消防事務委託金、東員消防署整備事業負担金)

補正予算
の概要

町民の生命・財産を守るため、火災時の消火活動、救急搬送等の業務を桑名市に委託し
ています。今回、消防事務委託事業において、支出見込が確定したことにより精査するも
のです。

予算事業概要書

一般会計 担当 環境防災課危機管理室

平成30年度補正予算 予算科目 9消防費 1消防費 1常備消防費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

【退職者報償金】

１１名の消防団員が退職されることにより退職報償金を予算計上するものです。

円 － 円 ＝ 円

（内訳）

千円

非常勤消防団員の退職に伴い報償金を支給するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 環境防災課危機管理室

平成30年度補正予算 予算科目 9消防費 1消防費 2非常備消防費

事業名
団員退職報償費

事業費 5,845千円
(退職者報償金)

補正予算
の概要

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

事業の目的
及び効果

退職した消防団員の多年の労苦に報いるため、功労金として支給するものです。

補正予算
の内容

退職者報償金 5,845

その他 一般財源

5,845

特定財源
の内容

消防団員等公務災害補償等共済基金 5,845

2名

第3分団

支出見込 差引

0 5,845,000

所　　属

当初予算

5,845,000

退職者数

計

第4分団 2名

11名

本　団

第1分団

2名

2名

3名

第2分団
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款 項 目

◎該当事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

調査委託料

円 － 円 ＝ 円

中学校改修工事費

円 － 円 ＝ 円

防犯カメラ設置工事

教育施設整備基金繰入金 千円

一般財源

10,901

その他

△ 11,000

【防犯カメラ７台・レコーダー１台・カメラユニット１台】

【防犯カメラ６台・レコーダー１台・カメラユニット１台】

特定財源
の内容

△ 11,000

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

補正予算
の概要

事業の目的
及び効果

学習環境をより向上させるとともに、生徒の安全確保のため施設の整備、改修を行いま
す。

補正予算
の内容

調査委託料 △ 4,315

中学校改修工事費

事業名
施設整備費

事業費 △99 千円
(調査委託料、中学校改修工事費)

1学校管理費

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

平成30年度補正予算 予算科目 10教育費 3中学校費

本年度、中学校の調査委託料の入札差金の減額、改修工事の変更に伴う増
額及び、犯罪防止のため防犯カメラの設置工事を行うものです。

差引支出見込 当初予算

7,598,800 11,914,000

東員第一中学校

東員第二中学校

4,215,680

中学校の施設整備費において、入札差金による減額と、実績に合わせた精査及び犯罪
防止を目的とした防犯カメラを設置するための補正予算計上です。

4,216

5,500,000

△ 4,315,200

支出見込 当初予算 差引

9,715,680
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝

－ ＝

国民健康保険特定健康診査・保健指導県負担金

（負担金受入額） （確定額） （精算額）

4,283,000円 4,202,000円 81,000円

（負担金受入額） （確定額） （精算額）

4,283,000円 4,202,000円 81,000円

国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 8諸支出金 1償還金及び還付加算金 3療養給付費等負担金・交付金償還金

事業名
償還金

事業費 39,361千円
(療養給付費等負担金・交付金償還金)

補正予算
の概要

平成２９年度の国民健康保険療養給付費等負担金、国民健康保険特定健康診査・保
健指導国庫負担金及び県負担金の精算に伴う償還金の増額補正です。

一般財源

事業の目的
及び効果

精算により発生した負担金超過額を返還します。

補正予算
の内容

療養給付費等負担金・交付金償還金 39,361

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

39,361

特定財源
の内容

平成２９年度の国民健康保険療養給付費等負担金、国民健康保険特定健康診
査・保健指導国庫負担金及び県負担金の確定に伴う償還金です。

（負担金受入額） （確定額） （精算額）

447,327,844円 408,128,981円 39,198,863円

国民健康保険療養給付費等負担金

　（今回補正額）

39,360,863円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝

合計

－ ＝

－ ＝

合計

一般財源

△ 2,905 26,794

特定財源
の内容

一般会計繰入金 △2,905千円

　当初予算 差引

　○事務費負担金

広域連合一般会計市町負担金

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業の目的
及び効果

後期高齢者医療広域連合の健全な財政運営に資するための負担金です。

補正予算
の内容

保険料等負担金 25,362

事務費負担金 △ 1,473

保険料等負担金及び事務費負担金の確定に伴う負担金の増額補正です。

事業名
後期高齢者医療広域連合納付金

事業費 23,889千円
(保険料等負担金、事務費負担金)

補正予算
の概要

保険料等負担金及び事務費負担金の確定に伴う負担金の増額補正です。

予算事業概要書

後期高齢者医療特別会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 2後期高齢者医療広域連合納付金 1後期高齢者医療広域連合納付金 1後期高齢者医療広域連合納付金

　○保険料等負担金

253,923,000円 227,129,000円 26,794,000円

保険基盤安定制度負担金

　支出見込 　当初予算 差引

保険料負担金

　支出見込

34,603,000円 36,035,000円 △ 1,432,000円

25,362,000円

　支出見込 　当初予算 差引

2,768,000円 2,851,000円 △ 83,000円

△ 1,473,000円

広域連合特別会計事務費等負担金

　支出見込 　当初予算 差引

13,031,000円 14,421,000円 △ 1,390,000円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 - 円 ＝ 円

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成30年度補正予算 予算科目 4基金積立金 1基金積立金 1基金積立金

　　　　　支出見込　　　　　　　当初予算額　　　　　　　　　　　　　　差　引

事業名
基金積立金

事業費 150,000千円
(介護給付費準備基金元金積立金)

補正予算
の概要

介護保険の財源調整を目的として設けられた介護給付費準備基金に、元金を積み立てる
ものです。

決算見込みにおいて余剰金が生じる予定であるため、介護給付費準備基金
へ１５０，０００千円を積み立てるものです。
平成３０年度末の基金残高は、４００，４７３千円となる見込みです。

事業の目的
及び効果

介護給付費準備基金を次期保険料の上昇抑制に活用します。

補正予算
の内容

介護給付費準備基金元金積立金 150,000

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

150,000,000 0 150,000,000

150,000

一般財源

特定財源
の内容
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実
績

精
査

等
に

伴
う

減
額

補
正

予
算

一
覧

事
業

費

款
項

目
事

業
名

（
千

円
）

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
内

容
金
額
（
千
円
）

歳
入

歳
出

総
務

課
2

1
5

庁
舎

等
施

設
維

持
管

理
経

費
△

 
1
,
1
1
0

△
 
1
,
1
1
0
庁

舎
警

備
委

託
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
1
1
0

－
P
2
6

1
1

1
1

地
方

債
元

金
償

還
金

5
8
1

1
1

1
2

地
方

債
利

子
償

還
金

△
 
3
,
0
0
0

税
務

課
2

2
2

賦
課

徴
収

経
費

△
 
3
,
2
7
5

△
 
3
,
2
7
5
土

地
評

価
業

務
委

託
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
3
,
2
7
5

－
P
2
6

環
境

測
定

手
数

料
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
5
2
1

桑
名

・
員

弁
広

域
連

合
負

担
金

確
定

に
伴

う
精

査
△

 
1
0
5

4
2

2
し

尿
処

理
経

費
△

 
1
,
3
0
6

△
 
1
,
3
0
6
桑

名
・

員
弁

広
域

連
合

負
担

金
確

定
に

伴
う

精
査

△
 
1
,
3
0
6

－
P
2
8

9
1

4
災

害
対

策
経

費
△

 
1
,
0
4
9

△
 
3
8
9

△
 
2
0
0

△
 
4
6
0
防

災
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

作
成

業
務

委
託

等
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
0
4
9

P
2
2

P
2
4

P
3
2

保
険

基
盤

安
定

制
度

対
象

経
費

（
保

険
料

軽
減

分
）

確
定

に
伴

う
精

査
1
,
8
8
1

保
険

基
盤

安
定

制
度

対
象

経
費

（
保

険
者

支
援

分
）

確
定

に
伴

う
精

査
1
9
0

広
域

連
合

へ
の

負
担

金
確

定
に

伴
う

減
額

△
 
1
,
4
7
3

保
険

基
盤

安
定

制
度

対
象

経
費

確
定

に
伴

う
精

査
△

 
1
,
4
3
2

福 祉 部

長
寿

福
祉

課
3

1
2

介
護

保
険

特
別

会
計

繰
出

金
△

 
5
9
4

△
 
5
9
4
介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援

総
合

事
業

の
実

績
に

合
わ

せ
た

精
査

△
 
5
9
4

－
P
2
8

積
　

算
予

算
書

頁

△
 
2
,
4
1
9
償

還
金

額
確

定
に

よ
る

も
の

－
P
3
6

総 　 務 　 部

財
政

課
△

 
2
,
4
1
9

一
般

会
計

補
正

予
算

（
第

４
号

）

担
当

課

予
算

科
目

　
　

財
　

源
　

（
千

円
）

△
 
1
,
6
2
6

P
2
8

保
険

年
金

課

3
1

1
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
繰

出
金

2
,
0
7
1

9
5

公
害

対
策

経
費

△
 
1
,
6
2
6

P
2
0

P
2
8

3
1

1
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

繰
出

金
△

 
2
,
9
0
5

1
,
4
5
8

5

5
1
8

P
2
0

P
2
6

△
 
1
,
0
7
4

△
 
1
,
8
3
1

生 　 活 　 部

環
境

防
災

課

4
1

－
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事
業

費

款
項

目
事

業
名

（
千

円
）

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
内

容
金
額
（
千
円
）

歳
入

歳
出

共
同

福
祉

施
設

劣
化

診
断

及
び

整
備

計
画

策
定

業
務

委
託

の
契

約
実

績
に

合
わ

せ
た

精
査

△
 
2
1
6

備
品

購
入

の
実

績
に

合
わ

せ
た

精
査

△
 
4
9
8

8
2

1
道

路
橋

り
ょ

う
経

費
△

 
6
9
3

△
 
6
9
3
道

路
台

帳
修

正
業

務
委

託
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
6
9
3

－
P
3
0

8
2

3
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

事
業

△
 
2
,
8
0
2
△

 
1
,
4
2
1

△
 
1
,
3
8
1
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

の
交

付
決

定
額

の
配

分
額

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
2
,
8
0
2

P
2
0

P
3
0

8
2

3
防

災
・

安
全

交
付

金
事

業
(
通

常
分

)
△

 
2
0
,
9
5
6

△
 
1
0
,
5
2
6

△
 
9
,
3
0
0

△
 
1
,
1
3
0
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

の
交

付
決

定
額

の
配

分
額

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
2
0
,
9
5
6

P
2
0

P
2
4

P
3
0

8
2

3
防

災
・

安
全

交
付

金
事

業
(
交

通
安

全
対

策
分

)
△

 
1
,
3
1
0
△

 
1
,
1
8
8

△
 
8
0
0

6
7
8
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

の
交

付
決

定
額

の
配

分
額

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
3
1
0

P
2
0

P
2
4

P
3
0

8
2

3
町

単
独

道
路

整
備

事
業

△
 
5
2
0

△
 
5
2
0
実

績
に

合
わ

せ
た

精
査

△
 
5
2
0

－
P
3
0

8
4

1
空

家
等

対
策

経
費

△
 
1
,
0
0
0
△

 
1
,
0
0
0

0
申

請
の

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
0
0
0

P
2
2

P
3
2

8
5

1
木

造
住

宅
耐

震
診

断
経

費
△

 
2
,
2
5
5

△
 
9
3
4

△
 
6
6
2

△
 
6
5
9
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

の
交

付
決

定
額

の
配

分
額

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
2
,
2
5
5

P
2
0

P
3
2

1
0

2
1

学
校

管
理

経
費

（
小

学
校

）
△

 
3
,
0
0
0

△
 
3
,
0
0
0
臨

時
職

員
の

雇
用

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
3
,
0
0
0

－
P
3
4

1
0

3
1

学
校

管
理

経
費

（
中

学
校

）
△

 
1
,
0
0
0

△
 
1
,
0
0
0
臨

時
職

員
の

雇
用

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
0
0
0

－
P
3
4

1
0

4
1

幼
稚

園
運

営
費

△
 
3
,
0
0
0

△
 
3
,
0
0
0
臨

時
職

員
の

雇
用

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
3
,
0
0
0

－
P
3
4

合
計

△
 
4
9
,
4
6
3

△
 
1
4
,
9
7
4

△
 
6
6
7

△
 
1
0
,
3
0
0

△
 
2
2
3

△
 
2
3
,
2
9
9

△
 
4
9
,
4
6
3

建 設 部

産
業

課
5

1
1

担
当

課

予
算

科
目

　
　

財
　

源
　

（
千

円
）

積
　

算
予

算
書

頁

教 育 委 員 会

学
校

教
育

課

△
 
4
9
1

P
2
4

P
3
0

建
設

課

労
働

諸
費

△
 
7
1
4

△
 
2
2
3
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事
業

費

款
項

目
事

業
名

（
千

円
）

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
内

容
金
額
（
千
円
）

歳
入

歳
出

下
水

道
長

寿
命

化
計

画
策

定
委

託
料

の
契

約
実

績
に

合
わ

せ
た

精
査

△
 
1
,
3
3
2

測
量

設
計

業
務

委
託

の
契

約
実

績
に

合
わ

せ
た

精
査

△
 
1
,
0
0
0

下
水

道
事

業
計

画
策

定
業

務
委

託
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
1
,
6
2
0

公
共

下
水

道
築

造
工

事
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
△

 
7
,
0
0
0

特
定

環
境

保
全

下
水

道
築

造
工

事
の

契
約

実
績

に
合

わ
せ

た
精

査
7
,
0
0
0

流
域

下
水

道
事

業
負

担
金

(
国

補
事

業
)
確

定
に

伴
う

精
査

△
 
5
,
2
7
6

流
域

下
水

道
事

業
負

担
金

(
県

単
事

業
)
確

定
に

伴
う

精
査

△
 
1
,
0
9
0

合
計

△
 
1
0
,
3
1
8
△

 
1
,
0
0
0

0
△

 
7
,
6
0
0

0
△

 
1
,
7
1
8

△
 
1
0
,
3
1
8

下
水

道
事

業
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
２

号
）

担
当

課

予
算

科
目

　
　

財
　

源
　

（
千

円
）

積
　

算
予

算
書

頁

2
1

3
流

域
下

水
道

事
業

費
△

 
6
,
3
6
6

△
 
6
,
2
0
0

建 設 部

上
下

水
道

課

1
2

1
管

渠
整

備
費

△
 
3
,
9
5
2
△

 
1
,
0
0
0

△
 
1
,
4
0
0

△
 
1
,
5
5
2

P
1
2

P
1
4

△
 
1
6
6
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